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平成 28 年 ３ 月 31 日（木曜日）

号　　　　　　　　　　外

（第　 ３４ 　号）

　　　　訓　　　令
○石川県税事務取扱規程の一部改正 （税　務　課）　１

石川県訓令第 2号
総　務　部　税　務　課　

県　総　合　事　務　所　

県 税 事 務 所　

　石川県税事務取扱規程（昭和32年石川県訓令甲第６号）の一部を次のように改正する。
　　平成28年３月31日

石川県知事　　谷　　本　　正　　憲　

　目次中「 不 服 審 査」を「 審 査 請 求」に改める。

　第６条の表１の項中「 不 服 申 立 て」を「 審 査 請 求」に改める。

　「 第 二 節 　 不 服 審 査」を「 第 二 節 　 審 査 請 求」に改める。

　第17条の見出しを「（ 処 分 に つ い て の 審 査 請 求 の 処 理）」に改め、同条第１項中「 所 長 は ︑」の下に「 処 分 に つ い て の」

を加え、「 を 受 理 し た」を「 が 提 出 さ れ た」に、「 不 服 申 立 処 理 簿」を「 審 査 請 求 処 理 簿」に改め、「 の 正 本」を削り、

同条第２項を削る。

　第17条の２を次のように改める。
（ 不 作 為 に つ い て の 審 査 請 求 の 処 理）

第  十 七 条 の 二 　 前 条 の 規 定 は ︑ 不 作 為 に つ い て の 審 査 請 求 書 が 提 出 さ れ た 場 合 に つ い て 準 用 す る ︒

２  　 所 長 は ︑ 不 作 為 に つ い て の 審 査 請 求 が さ れ た 後 で あ つ て も ︑ 当 該 審 査 請 求 が 理 由 が あ る と 認 め る と き は ︑ 遅 滞 な

く ︑ 当 該 審 査 請 求 に 係 る 不 作 為 に 係 る 処 分 を し な け れ ば な ら な い ︒

３  　 所 長 は ︑ 前 項 の 規 定 に よ り 当 該 審 査 請 求 に 係 る 不 作 為 に 係 る 処 分 を し た 場 合 は ︑ 速 や か に ︑ そ の 旨 を 知 事 に 通 知

し な け れ ば な ら な い ︒

　第18条第１項中「 を 受 理 し た」を「 が 送 付 さ れ た」に、「 不 服 申 立 処 理 簿」を「 審 査 請 求 処 理 簿」に改め、同条第

２項中「 を 受 理 し た」を「 が 提 出 さ れ た」に、「 不 服 申 立 処 理 簿」を「 審 査 請 求 処 理 簿」に改める。

　第21条及び第22条を次のように改める。
（ 徴 収 猶 予 の 承 認 及 び 取 消 し）

第  二 十 一 条 　 所 長 は ︑ 石 川 県 税 条 例 施 行 規 則 ︵ 昭 和 三 十 三 年 石 川 県 規 則 第 十 四 号 ︒ 以 下 ﹁ 規 則 ﹂ と い う ︒ ︶ 第 二 十 条

第 三 項 の 規 定 に よ る 通 知 書（ 法 第 十 五 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ る 徴 収 の 猶 予 に 係 る も の に 限 る ︒ ︶ 又 は 規 則

第 二 十 条 第 五 項 の 規 定 に よ る 通 知 書 を 交 付 し よ う と す る 場 合 は ︑ 第 十 三 号 様 式 に よ る 徴 収 猶 予 ︵ 期 間 延 長 ・ 変 更）

決 議 書 を 作 成 し な け れ ば な ら な い ︒

２  　 所 長 は ︑ 規 則 第 二 十 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 徴 収 猶 予（ 期 間 延 長） 不 承 認 通 知 書 又 は 同 条 第 六 項 の 規 定 に よ る 徴 収

猶 予 取 消 通 知 書 を 交 付 し よ う と す る 場 合 は ︑ 第 十 四 号 様 式 に よ る 徴 収 猶 予 不 承 認（ 取 消） 決 議 書 を 作 成 し な け れ ば

な ら な い ︒

３  　 所 長 は ︑ 法 第 十 五 条 の 二 第 八 項 後 段 の 規 定 に よ り 法 第 十 五 条 第 一 項 ︑ 第 二 項 又 は 第 四 項 の 規 定 に よ る 申 請 が 取 り

下 げ ら れ た も の と み な さ れ る 場 合 は ︑ 当 該 申 請 を 取 り 下 げ た と み な さ れ る 者 に 対 し ︑ 第 十 五 号 様 式 に よ る 徴 収 猶 予

目　　　　　　　　　　　次

訓　　　　　　　　令
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（ 換 価 猶 予） 申 請 み な し 取 下 げ 通 知 書 を 交 付 し な け れ ば な ら な い ︒

４  　 所 長 は ︑ 徴 収 の 猶 予 若 し く は 徴 収 の 猶 予 期 間 の 延 長 ︑ 徴 収 の 猶 予 に 係 る 分 割 納 付 等 の 期 限 及 び 分 割 金 額 の 変 更 ︑

徴 収 の 猶 予 若 し く は 徴 収 の 猶 予 期 間 の 延 長 の 不 承 認 又 は 徴 収 の 猶 予 の 取 消 ︵ 以 下 こ の 条 及 び 第 二 十 五 条 に お い て

こ れ ら を ﹁ 徴 収 の 猶 予 等 ﹂ と い う ︒ ︶ を 行 つ た 場 合 は ︑ 税 務 総 合 情 報 シ ス テ ム に 徴 収 の 猶 予 等 に つ い て 登 録 す る と

と も に ︑ 徴 収 猶 予 申 請 書 ︑ 徴 収 猶 予 申 告 書 又 は 第 十 六 号 様 式 に よ る 滞 納 整 理 小 票 ︵ 以 下 ﹁ 小 票 ﹂ と い う ︒ ︶ 及 び 第

五 十 一 号 様 式 に よ る 滞 納 整 理 経 過 表 ︵ 以 下 こ れ ら を ﹁ 小 票 等 ﹂ と い う ︒ ︶ に 必 要 事 項 を 記 載 し て 整 理 し な け れ ば な

ら な い ︒

（ 換 価 の 猶 予 の 通 知 及 び 取 消 し）

第  二 十 二 条 　 所 長 は ︑ 規 則 第 二 十 条 の 二 第 一 項 又 は 第 二 十 条 の 二 の 二 第 三 項 若 し く は 第 五 項 の 規 定 に よ る 換 価 猶 予

（ 期 間 延 長 ・ 変 更 ︶ 通 知 書 を 交 付 し よ う と す る 場 合 は ︑ 第 十 九 号 様 式 に よ る 換 価 猶 予 ︵ 期 間 延 長 ・ 変 更 ︶ 決 議 書 を

作 成 し な け れ ば な ら な い ︒

２  　 所 長 は ︑ 規 則 第 二 十 条 の 二 の 二 第 四 項 の 規 定 に よ る 換 価 猶 予（ 期 間 延 長） 不 承 認 通 知 書 又 は 規 則 第 二 十 条 の 二 第

三 項 若 し く は 第 二 十 条 の 二 の 二 第 六 項 の 規 定 に よ る 換 価 猶 予 取 消 通 知 書 を 交 付 し よ う と す る 場 合 は ︑ 第 二 十 号 様 式

に よ る 換 価 猶 予 不 承 認（ 取 消） 決 議 書 を 作 成 し な け れ ば な ら な い ︒

3  　 所 長 は ︑ 法 第 十 五 条 の 六 の 二 第 三 項 に お い て 準 用 す る 法 第 十 五 条 の 二 第 八 項 後 段 の 規 定 に よ り 法 第 十 五 条 の 六 第

一 項 又 は 同 条 第 三 項 に お い て 準 用 す る 法 第 十 五 条 第 四 項 の 規 定 に よ る 申 請 が 取 り 下 げ ら れ た も の と み な さ れ る 場 合

は ︑ 当 該 申 請 を 取 り 下 げ た と み な さ れ る 者 に 対 し ︑ 第 十 五 号 様 式 に よ る 徴 収 猶 予（ 換 価 猶 予） 申 請 み な し 取 下 げ 通

知 書 を 交 付 し な け れ ば な ら な い ︒

４  　 徴 税 吏 員 は ︑ 職 権 に よ る 換 価 の 猶 予 を 行 お う と す る 場 合 は ︑ 第 二 十 号 様 式 の 二 に よ る 換 価 猶 予 審 査 表 を 作 成 し な

け れ ば な ら な い ︒

５  　 所 長 は ︑ 換 価 の 猶 予 若 し く は 換 価 の 猶 予 期 間 の 延 長 ︑ 換 価 の 猶 予 に 係 る 分 割 納 付 等 の 期 限 及 び 分 割 金 額 の 変 更 ︑

換 価 の 猶 予 若 し く は 換 価 の 猶 予 期 間 の 延 長 の 不 承 認 又 は 換 価 の 猶 予 の 取 消 ︵ 以 下 こ の 条 及 び 第 二 十 五 条 に お い て こ

れ ら を ﹁ 換 価 の 猶 予 等 ﹂ と い う ︒ ︶ を 行 つ た 場 合 は ︑ 税 務 総 合 情 報 シ ス テ ム に 換 価 の 猶 予 等 に つ い て 登 録 す る と と

も に ︑ 小 票 等 に 必 要 事 項 を 記 載 し て 整 理 し な け れ ば な ら な い ︒

　第22条の２中「 第 一 七 号 様 式」を「 第 十 七 号 様 式」に、「 第 一 八 号 様 式」を「 第 十 八 号 様 式」に改め、同条第１号中

「 又 は 換 価 猶 予 決 議 書」を「 ︑ 徴 収 猶 予（ 期 間 延 長 ・ 変 更） 決 議 書 又 は 換 価 猶 予（ 期 間 延 長 ・ 変 更） 決 議 書」に改め

る。

　第23条第１号中「 第 二 二 号 様 式」を「 第 二 十 二 号 様 式」に、「 第 二 三 号 様 式」を「 第 二 十 三 号 様 式」に改め、同条

第３号中「 第 二 四 号 様 式」を「 第 二 十 四 号 様 式」に改める。

　第23条の２を削る。
　第24条及び第25条を次のように改める。
（ 担 保 の 処 分）

第  二 十 四 条 　 所 長 は ︑ 法 第 十 六 条 の 五 第 一 項 の 規 定 に よ り 担 保 財 産 を 処 分 す る 場 合 に お い て は ︑ 次 章 の 規 定 に 準 じ て

事 務 の 処 理 を し な け れ ば な ら な い ︒

（ 徴 収 猶 予 ・ 換 価 猶 予 整 理 簿 の 作 成）

第  二 十 五 条 　 所 長 は ︑ 徴 収 の 猶 予 等 又 は 換 価 の 猶 予 等 を 行 つ た 場 合 に お い て は ︑ 猶 予 の 種 類 ご と に 第 二 十 号 様 式 の 三

に よ る 徴 収 猶 予（ 換 価 猶 予） 整 理 簿 に 必 要 事 項 を 記 載 し な け れ ば な ら な い ︒ 徴 収 の 猶 予 等 又 は 換 価 の 猶 予 等 を 行 う

に 当 た り 提 供 を 受 け た 担 保 物 に つ い て 異 動 が 生 じ た 場 合 も 同 様 と す る ︒

　第43条の２（見出しを含む。）中「 滞 納 整 理 小 票」を「 小 票」に改める。

　第９号様式中「不服申立処理簿」を「審査請求処理簿」に、「受理番号」を「受付番号」に、「受理（」を「到達（」

に改め、「（申立人）」を削り、「請求書送付年月日」を「審査請求書送付年月日」に改め、「（決定）」を削る。

　第13号様式を次のように改める。
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　第15号様式及び第16号様式を削り、第14号様式を第16号様式とし、第13号様式の次に次の２様式を加える。

　　　　　年　　月　　日付けで申請のあつた徴収猶予（期間延長）については、次のとおり承認してよろしい

か。

　（　　　　年　　月　　日付け　　第　　　号により承認した徴収猶予について、石川県税条例第14条第３項
の規定により次のとおり「分割納付等の期限及び分割金額」を変更してよろしいか。）

第13号様式

徴収猶予（期間延長・変更）決議書

整理番号　　第　　　　　　　　号

住　所
所在地

徴収猶予を承認する
金額　　　　　　　

徴収猶予を承認す
る期間　　　　　

　
円

　
　　年　 月　 日から　  年　 月 　日まで

徴収猶予を承認する
根拠及び理由　　　

氏　 名
名 　称

年度期別 税　目 納期限

・　・

税　　額

円 円法律による金額
　円

法律による金額
　円

・　・
〃　　　 〃　　　

・　・
〃　　　 〃　　　

・　・
〃　　　 〃　　　

加算金額 延滞金額 滞納処分費 備　　考

　

が
あ
つ
た
徴
収
金

徴
収
猶
予
（
期
間
延
長
）
申
請

及
び
分
割
金
額

分
割
納
付
等
の
期
限

期限
（年月日）

　
分割金額

円

期限
（年月日）

　
分割金額

円

期限
（年月日）

　
分割金額

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

提　供　担　保

摘要

参　考　事　項
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第14号様式

徴 収 猶 予 不 承 認 （ 取 消 ）決 議 書

整理番号　第　　　号　

　

　　

　　

　　　　年　　月　　日付けで申請のあつた徴収の猶予（期間の延長）については、次のとおり承認しないこ

ととしてよろしいか。

　（　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもつて承認した徴収の猶予は、次のとおりその徴収猶予した

税額の
全部

一部
を取り消してよろしいか。）

　

住 所 又 は 所 在 地

氏 名 又 は 名 称

徴収猶予（期間延長）申請税額 円　

徴収猶予（期間延長）申請期間
年　　　　月　　　　日から　

年　　　　月　　　　日まで　

徴 収 猶 予 取 消 税 額 円　

徴収猶予取消決定年月日 年　　　　月　　　　日　

不
承
認
又
は
取
消
の
理
由

　

　備考　不要な欄は抹消すること。
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第15号様式

徴収猶予（換価猶予）申請みなし取下げ通知書

第　　　　　　　号　

年　　　月　　　日　

　住所又は所在地

　氏名又は名称　　　　　　　　　　様

石川県　　　　　事務所長　印　

　　　　　年　　月　　日付けで申請のありました　
徴収の猶予（期間の延長）

換価の猶予（期間の延長）
　については、　　　　年　　

月　　日までに補正されなかつたため、地方税法（第15条の６の２第３項において準用する同法）第15条の２
第８項後段の規定により申請を取り下げたものとみなされましたので通知します。

　備考　みなし取下げ通知書は、必要に応じ、所要の補正をすることができる。

　第19号様式及び第20号様式を次のように改める。
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　（　　　　年　　月　　日付けで換価の猶予申請があつた）次の者の徴収金について、換価の猶予（期間延

長）を決定（承認）してよろしいか。

　（　　　　年　　月　　日付けで通知した換価の猶予について、石川県税条例第16条第３項（第19条第２
項）において読み替えて準用する同条例第14条第３項の規定により次のとおり「分割納付等の期限及び分割金
額」を変更してよろしいか。）

第19号様式

換価猶予（期間延長・変更）決議書

整理番号　　第　　　　　　　　号

住　所
所在地

換価を猶予する金額 換価の猶予期間　
円

　
年　 月　 日から　  年　 月 　日まで

該　当　条　項

氏　 名
名 　称

年度期別 税　目 納期限

・　・

税　　額

・　・

・　・

・　・

加算金額 延滞金額 滞納処分費 備　　考

　

換
価
猶
予
（
期
間
延
長
）
徴
収
金

分
割
納
付
等
の
期
限
及
び
分
割
金
額

提　供　担　保

摘要

参　考　事　項

円 円法律による金額
　円

法律による金額
　円

〃　　　 〃　　　

〃　　　 〃　　　

〃　　　 〃　　　

期限
（年月日）

　
分割金額

円

期限
（年月日）

　
分割金額

円

期限
（年月日）

　
分割金額

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円
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第20号様式

換 価 猶 予 不 承 認 （ 取 消 ）決 議 書

整理番号　第　　　号　

　

　　

　　

　　　　年　　月　　日付けで申請のあつた換価の猶予（期間の延長）については、次のとおり承認しないこ

ととしてよろしいか。

　（　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもつて通知した換価の猶予は、次のとおりその換価猶予した

税額の
全部

一部
を取り消してよろしいか。）

　

住 所 又 は 所 在 地

氏 名 又 は 名 称

換価猶予（期間延長）申請税額 円　

換価猶予（期間延長）申請期間
年　　　　月　　　　日から　

年　　　　月　　　　日まで　

換 価 猶 予 取 消 税 額 円　

換価猶予取消決定年月日 年　　　　月　　　　日　

不
承
認
又
は
取
消
の
理
由

　

　備考　不要な欄は抹消すること。

　第20号様式の２の次に次の１様式を加える。
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第20号様式の３

徴収猶予（換価猶予）整理簿

整理番号
納税者（又は滞納者）

猶予承認日
猶予期間

担保の状況等
住所又は所在地 氏名又は名称 始　期 終　期

　第21号様式の２を削る。
　　　附　則

（施行期日）

１　この訓令は、平成28年４月１日から施行する。
（経過措置）

２ 　この訓令の施行前にされた処分その他の行為又はこの訓令の施行前にされた申請に係る不作為に係る不服申立て
については、なお従前の例による。

３ 　この訓令による改正前の石川県税事務取扱規程の規定に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、所要の調整を
して使用することができる。


